
令和７年度第２回
足立区経済活性化会議

令和７年１１月５日（水）
足立区役所本庁舎１２０１会議室



案件１ 会長・副会長の選任

委員の委嘱1

審議事項2

次 第

案件２

部会の設置・部会員の選任案件３

アンケート結果から見える現状と課題
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今後の活性化会議及び作業部会のテーマ

事務局説明
（10分）

アンケート結果から見える現状と課題について
説明します

今回（11月5日）の審議内容

委員意見交換
（90分）

現状と課題認識の妥当性や不足している視点について
各委員からご意見を伺います

会議 審議内容

１２月１５日 活性化会議【作業部会】
今回会議の意見をもとに、地域経済活性化基本計画の骨子
（案）を作成

１月●日 第３回活性化会議 作業部会で作成した計画骨子（案）を審議

令和8年度 活性化会議・作業部会 骨子をもとに、計画本文を検討・策定していきます
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調整中です



(１)配布
3,000件
従業員５人以上：930件
従業員４人以下：2,070件

(２)実施時期
令和７年７月１５日

～８月末

(３)回収率・回収数
37.6％（1,127件）
※想定35％

ア 紙回答 777件
従業員５人以上：208件
従業員４人以下：569件

イ ネット回答 350件
従業員５人以上：153件
従業員４人以下：197件

産業実態調査 消費・就労意識調査1
調査

2
調査

3
調査

創業意識調査

(１)配布
１８歳以上の区民2,000件
年齢構成比に合わせて抽出

(２)実施時期
令和７年７月１５日

～８月末

(３)回収率
47.7％（953件）
※想定45％
紙回答 595件
ネット回答 358件

(１)対象
起業経験や起業に興味が
ある２０歳以上の区民
もしくは近隣自治体住民

(２)実施時期
令和７年７月１５日

～８月末

(３)確保回答数
1,000件
※ＷＥＢモニター調査に
より、1,000件確保する
ように実施

アンケート概要・回収状況

事業者向け 区民向け 区民・周辺住民向け

従業員
規模

紙
回答

ＷＥＢ
回答

合計

５人以上 208 153 361

４人以下 569 197 766

合計 777 350 1,127



アンケート結果から見える現状と課題

人手不足について Ｐ５～７１

デジタル対応について Ｐ８～１０２

事業者の持続的な成長について Ｐ１１～１３３
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アンケート集計結果をもとに、問題作成当初から課題の中心に据えていた

「人手不足」「デジタル対応」に「持続的な成長」を加え、３つ

の視点から、現状と課題を整理しました



現
状

（１）約１／４の事業者が、正社員の不足を感じている（Ｐ７グラフ①）

（２）人手不足の理由の上位は、「採用できない」「育成が進んでいない」「離職の発生・増加」

（Ｐ７グラフ②）

（２―１）採用の問題点は、業界の不人気や採用広告経費の負担（Ｐ７グラフ③）

（２―２）育成の問題点は、リソース（時間や担う人材）の不足とコスト負担（Ｐ７グラフ④）

（２―３）離職の理由は、区民（労働者）側は「人間関係やハラスメント」「労働環境」と回答しているが、

ハラスメント対策を強化した事業者は４％のみ、労働環境改善が出来ていない事業者が３５％であり、

労働者の認識と事業者の取組みにギャップがある（Ｐ８グラフ⑤）

（３）人手不足の影響として、４割超の事業者が「売上げを伸ばす取り組みができない」と回答

（Ｐ８グラフ⑥）

課
題

（１）人手不足により事業者の経営に影響がみられるため、主な原因の「採用」「育成」「定着」

それぞれの場面で障壁に対応することが必要

（２）採用場面では、事業者の情報発信力の強化や広告経費の支援などによって、採用競争力強化の

後押しが必要

（３）育成場面では、時間や指導を担う人材、コストなどリソース不足を補うため、外部機関活用等の

後押しを進める必要がある

（４）定着（離職防止）場面では、ハラスメント対策や労働環境改善の促進が求められる

アンケート結果から見える現状と課題（１）

人手不足について１
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不足

9.2%

やや不足

14.1%

適当. 35.6%

該当なし. 25.5%

【事業者】問4（1） 正社員の状況（2025年度） ｎ＝1,127

不足23.3％

4.4

2.9

7.3

2.9

4.4

11.4

19.9
26.7

68.3

無回答

理由がわからない

その他

育児・介護休業取得者の増加

デジタル活用ができていない

業務の効率化が進んでいない

離職の発生・増加

人材育成が進んでいない

思ったように採用できない

【事業者】問4（3） 人手不足の理由 ｎ＝341

①約１／４の事業者が、正社員の不足を感じている

②人手不足の理由は、「採用」「育成」「離職」

③採用の問題点は、業界の不人気や採用広告経費の負担

④育成の問題点は、時間や指導を担う人材、コストなどの
リソース不足

17.3

33.1

3.9

2.2

4.3

6.0

6.7

11.1 16.7

20.2

23.0

無回答

特にない

その他

ＷＥＢやデジタルを活用した採用に対応できていない

自社のＰＲや情報発信ができていない

採用業務を担当する人材がいない

効果的な採用方法がわからない

労働条件で他社に負けてしまう

採用広告費や紹介料の負担が大きい

求めている人材の応募者が少ない

業界（業種）そのものが不人気である

【事業者問5（5） 採用の問題点 ｎ＝1,127

8.7

20.0

3.0

8.1

10.7

15.7
23.7

24.4

39.3

無回答

特にない

その他

適切な研修機関が少ない

ノウハウが不足している

効果が見えづらい

育成にかかるコスト負担が大きい

指導を担う人材が不足している

十分な時間がさけない

【事業者】問6（3） 人材育成の課題 ｎ＝540

十分な時間がさけない

指導を担う人材が不足している

育成にかかるコスト負担が大きい
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⑥人手不足の影響として、４割超の事業者が
「売上げを伸ばす取り組みができない」と回答

4.4

0.9

8.8

2.6

7.6

7.9

10.3

21.1 25.5

33.4

43.1

無回答

プラスの影響があった

ほとんど影響はない

その他

廃業や倒産の危機にある

デジタル活用や業務効率化に取り組めない

新商品やサービスの開発に手が回らない

職場環境改善に取り組めない

事業を縮小せざるを得ない

人材育成に取り組めない

営業、販路開拓、販売促進などの売上を伸

ばす取り組みができない

【事業者】問4（4） 人手不足の影響 ｎ＝341

人材育成に取り組めない

事業を縮小せざるを得ない

営業・販路開拓・販売促進などの売上
を伸ばす取り組みができない
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7.7

20.7

7.3

9.9

14.8

21.2

22.0

23.2
24.2

45.6

無回答

その他

育成体制がしっかりしていない

実際の仕事内容が事前のイメージと異なる

業績が悪化している

他社と比べて賃上げが実施されない

職場の労働環境が悪い（ハード面）

忙しくて残業や休日出勤が多い

休み・勤務日数・時間の融通が利かない

人間関係やハラスメントなどの問題がある

【区民】問2（6） 離職理由・離職するほどの理由 ｎ＝953

人間関係やハラスメントの問題がある

休み・勤務日数・時間の融通が利かない

忙しくて残業や休日出勤が多い

人間関係やハラスメントの問題がある

休み・勤務日数・時間の融通が利かない

忙しくて残業や休日出勤が多い

人間関係やハラスメントの問題がある

休み・勤務日数・時間の融通が利かない

15.6

6.2

4.0
5.0

5.0

5.9

8.0

10.8

11.3

22.9
35.0

無回答

その他

ハラスメント対策を強化した

多様な人材を受けいれた

テレワークやフレックスタイム制を導入…

健康経営の取り組みを始めた

育児・介護との両立をしやすくした

トイレや更衣室、エアコン等の物理的な…

新たな設備やシステムを導入した

時間外労働を削減した

出来ていない

【事業者】問8（1） 労働環境改善の取り組み内容 ｎ＝1,127

⑤離職に対して、労働者側の理由と事業者側の取組み
にギャップがみられる

ギャップ

出来ていない

ハラスメント対策を強化した



現
状

（１）６割の事業者が、自社ホームページを開設していない（Ｐ１０グラフ⑦）

（２）４割の事業者が、「デジタル活用の予定がない」と回答（Ｐ１０グラフ⑧）

（３）ＥＣやキャッシュレス決済も、業態として該当しない場合を除いても、消費者の利用率に比べて

事業者の実施率が低い（Ｐ１０グラフ⑨）

（４）デジタル活用の問題点は、事業者の必要性認識不足やノウハウ・デジタル人材不足、

コスト負担（Ｐ１１グラフ⑩）

（５）売上が増加している事業者ほど、デジタル活用をしている傾向（Ｐ１１グラフ⑪）

課
題

（１）デジタル活用の遅れによって売上向上等の機会を逸している可能性があるため、導入しやすく

かつ効果的なものから活用を後押しする必要がある

（２）活用促進の障壁となっている「意識や意欲の不足」「ノウハウやデジタル人材の不足」

「コスト負担」を、デジタル活用の効果・有効性の発信や丁寧な相談支援、導入費用の支援

などにより、解決する必要がある

アンケート結果から見える現状と課題（２）

デジタル対応について２
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⑦６割が、自社ホームページを開設していない ⑧４割の事業者が「デジタル活用の予定がない」と回答

すでに活用を

始めている. 

31.8%
活用する予定で準備

している. 3.5%

活用したいができていない. 

16.1%

活用する予定がない. 

41.0%

無回答. 7.7%

【事業者】問10（3） デジタル活用状況 ｎ＝1,127

33.4 60.3WEB

【事業者】問10（1） 自社ホームページの開設状況

ｎ＝1,127

取り組んでいる 取り組んでいない 無回答
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１か月に２回以上. 

35.0%

１か月に１回程度. 

18.3%

【区民】問3(1)インターネットショッピング利用頻度 ｎ＝953

月１回以上
利用
53.3％

活用する予定がない. 

37.4%

業種的になじまない. 

41.4%

【事業者】問11（1） ECサイト導入状況

ｎ＝1,127
既に活用
5.9％

導入している. 

25.3%

業態として該当

しない. 40.6%

【事業者】問12（1） キャッシュレス決済導入状況

ｎ＝1,127

利用する. 

75.7%

利用しない. 

23.8%

【区民】問4（5） キャッシュレス決済利用率 ｎ＝953

ギャップ

⑨ＥＣやキャッシュレス決済も、業態として該当しない場合を除いても、消費者の利用率に比べて
事業者の実施率が低い

ギャップ

ホーム
ページ



18.5

24.9

33.0

49.4

67.9

64.4

61.4

48.8

わからない

売上が減少している事業者

売上が横ばいの事業者

売上が増加している事業者

【事業者】問10（3）デジタル活用状況と売上増減

活用している 活用していない 無回答

⑪売上が増加している事業者ほど、デジタルを活用
している傾向

16.0

28.1

34.4

50.6

71.6

65.0

60.7

46.3

わからない

売上が減少している事業者

売上が横ばいの事業者

売上が増加している事業者

【事業者】自社ホームページの有無と売上増減

WEBあり WEBなし 無回答
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⑩デジタル活用の問題点は、事業者の必要性認識や
ノウハウ不足、コスト負担

0.6

3.7

9.6

14.8

24.1
72.5

無回答

その他

導入・運用に係るコストが負担

継続的に扱える人材がいない

やり方がわからない

行う必要がない

【事業者】問10（2） ホームページ等の基本的なWEB活用を

していない理由 ｎ＝324

行う必要がない

4.7

14.8

2.1

13.8

15.7

17.7
21.8

23.5

38.3

無回答

課題は特にない

その他

自社に合ったツール・アプリがわからない

情報セキュリティ対策が不安

導入しても効果が出るか不安

導入・運用に係るコスト負担

活用を推進できる人材がいない

導入する必要性がない

【事業者】問10（5） デジタル活用の課題 ｎ＝682

導入する必要がない

ｎ＝160

ｎ＝552

ｎ＝317

ｎ＝81

ｎ＝160

ｎ＝552

ｎ＝317

ｎ＝81



現
状

（１）売上が減少した事業者は、増加した事業者（１４％）の約２倍、横ばいが約半数を占める

（Ｐ１３グラフ⑫）

（２）売上減少原因の上位は、「元請けからの発注減少」と「人手不足」（Ｐ１３グラフ⑬）

（３）事業拡大・成長に必要な支援は「設備投資のための融資や補助金」（Ｐ１４グラフ⑭）

（４）６０歳以上経営者のうち、約７割が「何歳まで続けるか決めていない」中で、４割超が

「自分の代で廃業予定」、２割超が「後継者が決まっていない」と回答（Ｐ１４グラフ⑮）

課
題

（１）売上を伸ばせている事業者は少数のため、持続的な成長のために売上向上を支援する必要がある

（２）売上向上及び事業の成長に向けては、販路の多様化や設備投資促進が必要

（３）廃業や後継者不在による活力喪失等を防ぐため、早期の事業承継の後押しが必要

アンケート結果から見える現状と課題（３）

事業者の持続的な成長について３
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⑫売上が減少した事業者は、増加した事業者の約２倍、横ばいが約半数を占める

⑬売上減少原因の上位は、「元請けからの発注減少」と
「人手不足」

2.2

29.0

3.8

4.7

6.0

6.6

8.8

13.2

14.2

19.9

37.5

無回答

その他

ＥＣサイトを活用していないため

キャッシュレス決済に対応していないため

原因はわからない

顧客満足度が下がったため

ニーズにあう商品・サービスを提供できなかったため

営業、広告宣伝、ＰＲが不足したため

価格競争に勝てなかったため

人手が不足したため

元請けからの発注が減少したため

【事業者】問2（5） 売上減少原因 ｎ＝317

横ばい(±５％). 

49.0%

20％以上増加. 3.7%

６～19％増加. 10.5%

６～19％減少. 

17.3%

20％以上減少. 

10.8%

分からない. 3.6%

比較できない. 3.5% 無回答. 1.5%

【事業者】問2（3）年間売上高の増減 ｎ＝1,127

売上減少
28.1％

売上増加
14.2％
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⑮６０歳以上の経営者のうち、約７割が「何歳まで続けるか決めていない」中で、
４割超が「自分の代で廃業予定」、２割超が「後継者が決まっていない」と回答

⑭事業拡大・成長に必要な支援は、「設備投資のための融資や補助金」

9.8

4.8

3.5

6.1

7.0

9.1

16.0

16.6

17.6

28.1

46.9

無回答

その他

リーディングカンパニーや異業種との交流

中小企業の事業拡大事例の共有

経営（改善）計画の立案の支援

経営等に関する相談先の確保

デジタル技術を活用するための支援

売上増や販路開拓の支援

支援は不要

人手不足に対応する支援

設備投資（購入・更新等）のための融資や補助金

【事業者】問3（3） 拡大・成長に必要な行政の支援 ｎ＝1,127
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自分の代で廃業

する予定である. 

42.3%

承継するかどうか

まだ考えていない. 

11.6%

誰かには引き継ぎ

たいが、決まって

いない. 9.7%

自身の子どもに決

まっている. 21.4%

会社の従業員に決

まっている. 4.2%

自身の子ども以外の親族

に決まっている. 2.2%

外部の方に売却すること

が決まっている. 0.1%
その他. 1.5%

無回答. 7.0%

【事業者】問9（2） 後継者の決定状況 ｎ＝672

32.6 36.5 24.960歳以上

【事業者】問9（1） 何歳まで続けるか決めているか ｎ＝672

考えていない

考える必要性は感じるが決めていない

決めている・概ね決めている

無回答



令和７年度第２回経済活性化会議

補足資料



各アンケートの回答者属性について

2

事業者向けアンケート 回答者の属性 Ｐ３１

区民向けアンケート 回答者の属性 Ｐ５２

創業アンケート 回答者の属性 Ｐ６３



1
調査 調査

事業者向けアンケート 回答者の属性

建設業. 14.5%

製造業. 12.1%

小売業. 10.6%

不動産業・物品賃貸業. 

10.0%

医療・福祉. 9.0%

飲食サービス業. 7.5%

生活関連サービス業. 7.1%

その他サービス業. 6.5%

卸売業. 6.1%学術研究・専門技術サー

ビス業. 4.2%

運輸業. 3.7%

電気・ガス・熱供給・

水道業. 1.7%

情報通信業. 1.7%

教育. 1.4%

金融業・保険業. 1.2% 農業. 0.1%宿泊業. 0.1%娯楽業. 0.1%

無回答. 2.4%

3

① 業種



調査

事業者向けアンケート 回答者の属性

１～４人. 64.4%５～９人. 16.2%

10～29人. 

12.5%

30～49人. 1.4%

50～99人. 1.2%

100人以上. 0.9% 無回答. 3.4%

～500万円未満. 21.8%

500万円～1,000万円未満. 

14.7%

1,000万円～3,000万

円未満. 20.3%

3,000万円～5,000万

円未満. 8.6%5,000万円～１億

円未満. 13.1%

１億円～３億円未満. 

13.3%

３億円～５億円未満. 

3.1%

５億円～10億円未満. 

2.7%

10億円以上. 1.8% 無回答. 0.5%

4

② 従業員数 ③ 売上規模



会社員・公務員. 

41.2％

パート・アルバイ

ト. 18.7%個人事業主. 4.8%

学生. 2.7%

会社（法人）経

営. 1.9％

会社役員. 1.8%

その他. 3.8%

就労していない. 

25.0％

無回答. 0.1%

0.9

0.7

11.0 

10.0

12.8

12.9

17.5

14.4

19.3

19.3

14.3

17.8

24.2

24.5

女性

男性

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

調査

区民向けアンケート 回答者の属性

5

① 性別・年代 ② 職業



調査

3

創業アンケート 回答者の属性

足立区. 20.0%

東京都近隣区（葛飾

区・荒川区・北区・墨

田区）. 30.0%
埼玉県（越谷市・草加市・

八潮市・三郷市）. 20.0%

千葉県（柏市・松戸市・流

山市）. 30.0%

ある. 

25.7%

ない. 

74.3%

23.2 

10.8 

23.0 

22.2 

17.1 

24.1 

19.6 

20.5 

17.1 

22.4 

女性

男性

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代

6

① 性別・年代

② 居住地 ③ 創業・起業経験



アンケート結果

人手不足について Ｐ８１

デジタル対応について Ｐ１９２

事業者の持続的な成長について Ｐ２４３

起業・創業の促進について Ｐ３０４

新たな社会的要請への取り組み進度について Ｐ３５５

7



人手不足について１

人手不足の状況・理由１－１

約１／４が正社員の不足感

不足

9.2%

やや不足

14.1%

適当. 35.6%やや過剰. 2.0%

過剰. 0.2%

該当なし. 25.5%

無回答. 13.5%

【事業者】問4（1） 正社員の状況（2025年度）

不足
23.3％

不足. 8.3%

やや不足. 

13.4%

適当. 37.2%
やや過剰. 

1.7%

過剰. 0.4%

該当なし. 25.4%

無回答. 

13.6%

【事業者】問4（1） 正社員の状況（2024年度）

不足
21.7％

4.4

2.9

7.3

2.9

4.4

11.4

19.9
26.7

68.3

無回答

理由がわからない

その他

育児・介護休業取得者の増加

デジタル活用ができていない

業務の効率化が進んでいない

離職の発生・増加

人材育成が進んでいない

思ったように採用できない

【事業者】問4（3） 人手不足の理由

採用・育成・定着に課題

人手不足感はじわりと進行

8



2024年度・2025年度ともに順調を不調が上回る

人手不足について１

採用の現状（１）１－２

順調. 2.0%

概ね順調. 

6.0%

やや不調. 

6.0%

不調. 

8.6%
採用予定がないた

め当てはまらない. 

64.2%

無回答. 

13.2%

【事業者】問5（1） 正社員採用状況（2024年度）

不調
14.6％

順調
8.0％

無回答. 

12.7%

採用予定がないた

め当てはまらない. 

63.4%

不調. 

9.3%

やや不調. 

5.7%

概ね順調. 

6.0%

順調. 2.9%

【事業者】問5（1） 正社員採用状況（2025年度）

不調
15.0％

順調
8.9％

9



人手不足について１

◆採用方法の選択は区民とズレていないが、会社や仕事の魅力を伝えられていない可能性
◆有料広告は効果的だが費用負担に課題

採用の現状（２）１－２

8.6

10.8

3.9

5.0

12.2

13.6

28.3

30.5

34.1

無回答

効果的なものはなかった

その他

学校・大学への求人票提出・企業説明会参加

成功報酬を要する人材紹介の利用

自社ホームページへの掲載

ハローワークなど公共機関の利用

縁故・紹介

有料求人サイトや求人情報誌への掲載

【事業者】問5（3） 正社員の効果的な採用方法

5.1

3.6

8.7

9.4

12.3

13.8

15.9

26.8

64.5

無回答

その他

学校の求人票や学校主催の説明会

人材派遣の利用

縁故・紹介

人材紹介の利用

会社ホームページ・店舗等の掲示の閲覧

ハローワークなど公共機関を利用

求人サイトや求人情報誌を利用

【区民】問2（4） 利用している求職方法

有料求人サイトや求人情報誌への掲載
求人サイトや求人情報誌への掲載

17.3

33.1

3.9

2.2

4.3

6.0

6.7

11.1 16.7

20.2

23.0

無回答

特にない

その他

ＷＥＢやデジタルを活用した採用に対応できていない

自社のＰＲや情報発信ができていない

採用業務を担当する人材がいない

効果的な採用方法がわからない

労働条件で他社に負けてしまう

採用広告費や紹介料の負担が大きい

求めている人材の応募者が少ない

業界（業種）そのものが不人気である

【事業者問5（5） 採用の課題

10



事業者の情報発信によって区民の採用に繋がる可能性

人手不足について１

採用の現状（３）１－２

就職・転職先を探している
区民は就職・転職先として

区内事業者を検討

検討しない理由は「区内事業者を知らない」

検討する理由は「通勤に便利」

11.1

2.8

5.6

16.7

16.7

22.2

22.2

25.0

44.4

その他

通学先などの近くが良い

狭さや古さなど職場環境が心配

都心で働きたい

小さな規模で人間関係が心配

居住地の近くで働きたくない

求人の給与等の条件が良くない

区外に意中の企業がある

事業者を知らない・求人を見つけられない

【区民】問2（5-2） 検討しない理由

2.1

1.1

1.1

4.2

7.4

8.4

14.7 91.6

その他

好きな商品やサービスを扱っているため

知り合いが経営または就労しているため

ビジョンや事業内容に共感できるため

内産業に貢献したいため

アットホームで働きやすい環境なため

給与等の条件が良いため

通勤に便利なため

【区民】問2（5-1) 区内事業者を検討する理由

検討する. 

68.8%

検討しない. 

26.1%

無回答. 5.1%

【区民】問2（5） 区内事業者を就労先に検討するか

11



人材育成の現状（１）１－３

15.4

4.9

1.7

2.8

4.2

14.2

18.4

18.9

25.6

36.6

無回答

その他

キャリアパスを明確にするため

デジタル人材育成のため

マネジメント力を向上させるため

資格を取得させるため

従業員のモチベーション向上のため

生産性向上、ミス防止等のため

専門的、技術的な能力を向上させるため

取り組めていない

【事業者】問6（1） 人材育成の取り組み状況

8.1

4.1

2.8

8.9

18.9

20.4

26.5

29.3

31.7
34.8

44.3

無回答

特に効果はない

その他

デジタル化の促進

仕事の受注、事業の拡大

長時間労働の改善

生産性向上

資格取得・専門スキル向上

顧客満足度の向上

従業員のモチベーション向上

人材の定着

【事業者】問6（2） 人材育成に取り組んだ効果

人手不足について１

取り組めていない

人材の定着

育成に取り組めていないのは小規模な事業者が多いが、育成は定着に効果的

なんらか
取り組み
48.0％

１～４人. 

343 

５～９人. 40 

10～29人. 18 
100人以上. 2 

無回答. 5 

従業員数の内訳（者）【n=413】

12



時間、担い手、費用などリソースの負担感が大きく、
外部機関の活用や費用負担軽減が課題 小規模な事業者が多く、必要性の認識が持てない

1.0

24.9

3.9

0.7

2.9

4.8

8.7

9.0

9.4

51.1

無回答

特にない

その他

適切な研修機関が見つけられない

どこから手をつければよいかわからない

効果が期待できない

育成にかかるコストが負担

指導を担う人材がいない

時間がなく優先順位を下げざるを得ない

必要性がない

【事業者】問6（4） 人材育成に取り組めていない理由

人材育成の現状（２）１－３

人手不足について１

8.7

20.0

3.0

8.1

10.7

15.7

23.7

24.4

39.3

無回答

特にない

その他

適切な研修機関が少ない

ノウハウが不足している

効果が見えづらい

育成にかかるコスト負担が大きい

指導を担う人材が不足している

十分な時間がさけない

【事業者】問6（3） 人材育成の課題

十分な時間がさけない

指導を担う人材が不足している

育成にかかるコスト負担が大きい

必要性がない

特にない
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賃上げは離職防止に効果。一方賃上げの持続が課題

業績より「離職防止」「最低賃金上昇」などの「防衛的賃上げ」

1.5

23.5

2.9

7.4

10.3

10.3

11.8

19.1

25.0

27.9
42.6

無回答

その他

残業が減らないため

福利厚生に不満があったため

休暇等の労働条件改善が進まない

物理的な労働環境改善が難しい

理由がわからない

社内の育成体制が整っていないため

スキルや興味とあっていなかったため

職場の人間関係に問題があったため

賃金が上げられないため

【事業者】問4（3-2） 離職が発生・増加した理由

2.8

30.4

1.9

2.1

2.1

4.7

7.9

30.0

45.6

無回答

特に効果はない

その他

企業のイメージにプラスに働いた

商品・サービスの価格上昇に理解が…

採用に優位に働いた

業績が上がった

人材の流出・離職を防いだ

従業員のモチベーションが向上した

【事業者】問7（3） 賃上げの効果

定着の現状（賃上げとの関係）１－４

人手不足について１

賃金が上げられないため

従業員のﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝが向上した

人材の流出・離職を防いだ

賃上げ

を実施し

た. 30.1%

賃上げを実

施していな

い. 27.0%

正社員の

従業員が

いない. 

27.4%

無回答.15.5%

【事業者】問7  正社員賃上げ

賃上げ

を実施し

た. 22.3%

賃上げを実

施していな

い. 17.0%

非正社員の

従業員がい

ない. 35.7%

無回答. 

25.0%

【事業者】問7  非正社員賃上げ

21.0

8.1

26.3

29.1

39.8

無回答

新規採用に必要だったため

最低賃金が上がったため

業績が好調だったため

離職防止に必要だったため

【事業者】問7（2）正社員賃上げ理由

5.6

12.2

21.4

36.2

42.0

新規採用に必要だったため

業績が好調だったため

離職防止に必要だったため

最低賃金が上がったため

無回答

【事業者】問7（2）非正社員賃上げ理由

25.2

31.2

54.4

31.7

28.1

18.9

26.2

29.0

18.9

16.9

11.7

7.6

利益が減少している事業者

利益が横ばいの事業者

利益が増加している事業者

【事業者】賃上げ実施状況と利益増減の関係

実施した 実施していない 正社員がいない 無回答
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区民は、労働環境や柔軟性を重視

時間外労働の削減は取り組みが進み効果がある

15.6

6.2

4.0

5.0

5.0

5.9

8.0

10.8

11.3

22.9

35.0

無回答

その他

ハラスメント対策を強化した

多様な人材を受けいれた

テレワークやフレックスタイム制を導入した

健康経営の取り組みを始めた

育児・介護との両立をしやすくした

トイレ・更衣室・エアコン等の物理的な環境を整備した

新たな設備やシステムを導入した

時間外労働を削減した

出来ていない

【事業者】問8（1） 労働環境改善の取り組み内容

9.0

12.0

5.2

7.4

7.5

11.5

14.9

16.0

16.9

39.9

無回答

その他

ハラスメント対策を強化した

テレワークやフレックスタイム制を導入した

多様な人材を受けいれた

健康経営に取り組んでいる

育児・介護との両立をしやすくした

新たな設備やシステムを導入した

トイレ・更衣室・エアコン等の物理的な環境を整備した

時間外労働を削減した

【事業者】問8（2） 人手不足解消に効果があったもの

定着の現状（労働環境との関係①）１－４

人手不足について１

7.7

20.7

7.3

9.9

14.8

21.2

22.0

23.2
24.2

45.6

無回答

その他

育成体制がしっかりしていない

実際の仕事内容が事前のイメージと異なる

業績が悪化している

他社と比べて賃上げが実施されない

職場の労働環境が悪い（ハード面）

忙しくて残業や休日出勤が多い

休み・勤務日数・時間の融通が利かない

人間関係やハラスメントなどの問題がある

【区民】問2（6） 離職理由・離職するほどの理由

人間関係やハラスメントの問題がある

休み・勤務日数・時間の融通が利かない

忙しくて残業や休日出勤が多い

人間関係やハラスメントの問題がある

休み・勤務日数・時間の融通が利かない

忙しくて残業や休日出勤が多い

人間関係やハラスメントの問題がある

休み・勤務日数・時間の融通が利かない
時間外労働を削減した

時間外労働を削減した
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労働環境が離職の理由となり得るが、事業者の認識不足や取組にハードルがあることがうかがえる

15.6

6.2

4.0

5.0

5.0

5.9

8.0

10.8

11.3

22.9

35.0

無回答

その他

ハラスメント対策を強化した

多様な人材を受けいれた

テレワークやフレックスタイム制を導入した

健康経営の取り組みを始めた

育児・介護との両立をしやすくした

トイレや更衣室、エアコン等の物理的な環境を整備した

新たな設備やシステムを導入した

時間外労働を削減した

出来ていない

【事業者】問8（1） 労働環境改善の取り組み内容

1.3

2.5

1.3

2.5

5.8

11.7

18.3

67.3

無回答

その他

相談先・依頼先がない

ノウハウがない

効果のある取り組みがわからない

人手が足りない

費用の負担が重い

必要性がない

【事業者】問8（3） 労働環境改善の取り組みが出来ていない理由

定着の現状（労働環境との関係②）１－４

人手不足について１

出来ていない

必要性がない

なんらか
取り組み
49.4％
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区民（労働者）側の離職理由「人間関係やハラスメントなどの
問題がある」（45.7%）が最多

区民の離職理由で最多となる「人間関係やハラスメント」は、事業者側のハラスメント
対策の取り組みとは大きなギャップがある

事業者が取り組む労働環境改善として、ハラスメント対策
強化は4.0％で最低

7.7

20.7

7.3

9.9

14.8

21.2

22.0

23.2

24.2

45.7

無回答

その他

育成体制がしっかりしていない

実際の仕事内容が事前のイメージと異…

業績が悪化している

他社と比べて賃上げが実施されない

職場の労働環境が悪い（ハード面）

忙しくて残業や休日出勤が多い

休み・勤務日数・時間の融通が利かない

人間関係やハラスメントなどの問題がある

【区民】問2（6） 離職理由・離職するほどの理由

15.6

6.2

4.0

5.0

5.0

5.9

8.0

10.8

11.3

22.9

35.0

無回答

その他

ハラスメント対策を強化した

多様な人材を受けいれた

テレワークやフレックスタイム制を導…

健康経営の取り組みを始めた

育児・介護との両立をしやすくした

トイレや更衣室、エアコン等の物理的…

新たな設備やシステムを導入した

時間外労働を削減した

出来ていない

【事業者】問8（1） 労働環境改善の取り組み内容

定着の現状（ハラスメントとの関係）１－４

人手不足について１

人間関係やハラスメントなどの問題がある

ハラスメント対策を強化した

17



◆人手不足によって、賃上げ原資稼げず、育成できない悪循環

◆事業者の持続的な成長や意欲に深刻な影響

2.2

29.0

3.8

4.7

6.0

6.6

8.8

13.2

14.2 19.9

37.5

無回答

その他

ＥＣサイトを活用していないため

キャッシュレス決済に対応していないため

原因はわからない

顧客満足度が下がったため

ニーズにあう商品・サービスを提供できなかったため

営業、広告宣伝、ＰＲが不足したため

価格競争に勝てなかったため

人手が不足したため

元請けからの発注が減少したため

【事業者】問2（5） 売上減少原因

1.5

7.8

22.9

5.0

7.0

12.8

13.7

17.2

25.0

25.5

40.3

無回答

その他

成長させる必要を感じない

感染症や災害等に対応してきたことで疲弊した

何に取り組めば良いかわからない

成長を目指すリスクを回避したい

業績が悪化してきている

成長を目指す資金がない

物価高で先が見通せない

市場の拡大が見込めない

人手が足りず現状維持が精一杯

【事業者】問3（2） 現状維持の理由

人手不足の影響１－５

人手不足について１

4.4

0.9

8.8

2.6

7.6

7.9

10.3

21.1 25.5

33.4

43.1

無回答

プラスの影響があった

ほとんど影響はない

その他

廃業や倒産の危機にある

デジタル活用や業務効率化に取り組めない

新商品やサービスの開発に手が回らない

職場環境改善に取り組めない

事業を縮小せざるを得ない

人材育成に取り組めない

営業、販路開拓、販売促進などの売上を…

【事業者】問4（4） 人手不足の影響

人材育成に取り組めない

事業を縮小せざるを得ない

営業・販路開拓・販売促進などの
売上を伸ばす取り組みができない 人手が不足したため

人手が足りず精一杯
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8.6

10.4

15.0

21.9

わからない

売上が減少している事業者

売上が横ばいの事業者

売上が増加している事業者

【事業者】SNS利用と売上増減 SNS利用 SNS利用しない 無回答

基本的なWEB活用意識がない

基本的なWEB活用と売上増減に明確な相関関係

14.1

60.8

33.4

78.4

32.5

60.3

7.5

6.7

6.3

SNS

Eメール

WEB

【事業者】問10（1） 基本的なWEB等の活用状況

取り組んでいる 取り組んでいない 無回答

基本的なＷＥＢ等の活用状況２－１

デジタル対応について２

0.6

3.7

9.6

14.8

24.1
72.5

無回答

その他

導入・運用に係るコストが負担

継続的に扱える人材がいない

やり方がわからない

行う必要がない

【事業者】問10（2） 基本的なWEB活用をしていない理由

行う必要がない

16.0

28.1

34.4

50.6

71.6

65.0

60.7

46.3

わからない

売上が減少している事業者

売上が横ばいの事業者

売上が増加している事業者

【事業者】WEBサイトの有無と売上増減 WEBあり WEBなし 無回答

37.0

51.1

64.1

84.4

49.4

41.0

31.3

11.3

わからない

売上が減少している事業者

売上が横ばいの事業者

売上が増加している事業者

【事業者】Eメール利用有無と売上増減 Eメール利用 Eメール利用しない 無回答
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デジタル活用と売上増減に明確な相関関係

必要性の認識、デジタル人材の育成、
コスト負担が課題

活用意欲を高める必要性

4.7

14.8

2.1

13.8

15.7

17.7
21.8

23.5

38.3

無回答

課題は特にない

その他

自社に合ったツール・アプリがわからない

情報セキュリティ対策が不安

導入しても効果が出るか不安

導入・運用に係るコスト負担

活用を推進できる人材がいない

導入する必要性がない

【事業者】問10（5） デジタル活用の課題

導入する必要がない

デジタル活用の状況２－１

デジタル対応について２

すでに活用を

始めている. 

31.8%

活用する予定で準備

している. 3.5%

活用したいができていない. 

16.1%

活用する予定がない. 

41.0%

無回答. 7.7%

【事業者】問10（3） デジタル活用状況

活用を推進できる人材がいない

導入・運用に係るコスト負担

20

18.5

24.9

33.0

49.4

67.9

64.4

61.4

48.8

わからない

売上が減少している事業者

売上が横ばいの事業者

売上が増加している事業者

【事業者】問10（3） デジタル活用状況と売上増減

活用している 活用していない 無回答



消費者のEC利用率に対して事業者の活用率が
低くギャップがある ECと売上増減との相関関係も見える

意欲やノウハウが課題

3.6

3.8

9.8

12.6

14.2

22.0

51.3

無回答

その他

資金が足りない

人手が足りない

効果が見込めない

ノウハウがない・難しく感じる

必要性を感じない

【事業者】問11（4） ECサイトを導入しない理由

ＥＣサイトの導入状況２－２

デジタル対応について２

１か月に２回以上. 

35.0%

１か月に１回程度. 

18.3%

３か月に１回程度. 11.2％

半年に１回程度. 7.9%

基本的には利用しない. 

12.4％

一度も利用したこと

がない.13.3％

無回答. 1.9%

【区民】インターネットショッピング利用頻度

月１回以上
利用
53.3％

活用する予定で準備

している. 1.2%

活用したいがで

きていない. 5.8%

活用する予定がない. 

37.4%

業種的になじまない. 

41.4%

無回答. 8.3%

【事業者】問11（1） ECサイト導入状況 既に活用
5.9％

ギ
ャ
ッ
プ
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3.7

4.1

6.5

8.8

54.3

44.5

44.8

38.2

わからない

売上が減少している事業者

売上が横ばいの事業者

売上が増加している事業者

【事業者】問11（1） ECサイト活用状況と売上増減

活用している 活用していない 業態的になじまない 無回答



導入している. 

25.3%

導入する予定

がない. 22.1%

導入したいがまだ一

つもしていない. 3.8%

導入したが取り

やめた. 1.5%

業態として該当

しない. 40.6%

無回答. 6.7%

【事業者】問12（1） キャッシュレス決済導入状況

利用が浸透している消費者のニーズとのギャップが存在

キャッシュレス決済の導入状況（１）２－３

デジタル対応について２

利用する. 

75.7%

利用しない. 

23.8%

無回答. 0.5%

【区民】問4（5） キャッシュレス決済利用率

キャッシュレス決済対応

のお店を選ぶ. 9.7%

どちらかといえば、

キャッシュレス決済対応

のお店を選ぶ. 25.1%

現金払いのお店を

選ぶ. 11.0％

どちらかといえば、現金払いの

お店を選ぶ. 9.0%

支払い方法に

よって店舗の選

択をしない. 

43.5%

無回答. 1.7%

【区民】問4（5）キャッシュレス決済有無とお店選択

34.8％が
キャッシュレス
対応選択

20.0％が
現金対応選択

ギャップ

2.2

3.5

20.2

31.1

37.2

40.1

73.5

84.3

無回答

その他

キャッシュレスの方がお金の管理がしや…

購入、支払いのデータが残る

財布がかさばらない

キャッシュレス決済対応の店が増えた

ポイントが貯まる

支払いがスムーズ

【区民】問4（2） キャッシュレスを使用する理由

支払いがスムーズ
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キャッシュレス導入と売上増減との相関関係も見える 意識面と手数料負担が課題

3.6

32.4

1.1

7.3

8.4

12.0

16.7

47.6

無回答

特に課題はない

その他

システム障害やトラブルが多い

仕組みを理解し使いこなすのが大変

利用者が思ったほど多くない

現金との混在で業務が煩雑になった

手数料が利益を圧迫している

【事業者】問12（4） キャッシュレス決済導入後の課題

4.2

4.5

11.3

12.9

16.8

17.5

24.9
40.5

52.1

無回答

その他

担当する人手不足

仕組みを理解するのが負担

入金までに時間がかかる

システムトラブルに対応できない

導入コストが負担

手数料が負担

顧客ニーズや必要性を感じない

【事業者】問12（5） キャッシュレス決済を導入しない理由

キャッシュレス決済の導入状況（２）２－３

デジタル対応について２

０～５％未満. 

12.7%

５～10％未満. 

8.0%

10～20％未満. 

18.2%

20～30％未満. 

10.2%

30～50％未満. 

13.5%

50～75％未満. 21.8%

75％以上. 9.5%
無回答. 6.2%

【事業者】 売上に占めるキャッシュレス決済割合

３割超が
「売上の50％以上」

手数料が利益を圧迫している

顧客ニーズや必要性を感じない

手数料が負担
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14.7

22.2

26.7

33.1

33.4

33.0

26.2

16.9

わからない

売上が減少している事業者

売上が横ばいの事業者

売上が増加している事業者

【事業者】キャッシュレス決済導入有無と売上増減

導入している 導入していない 業態として該当しない 無回答



売上は伸びていない

元請への依存傾向、販路の分散が課題の可能性

0.0

21.3

0.6

6.9

7.5

7.5

8.1

20.6

22.5

22.5

32.5

無回答

その他

ＥＣなど新たな自社販売方法を開始した

価格競争で優位だった

理由はわからない

商品の付加価値を向上させた

ニーズにあった商品やサービスを開発した

原材料価格の高騰を価格転嫁した

営業・広告宣伝・ＰＲや販路開拓の取り組みを増加・改善した

顧客対応を向上させた

元請けからの発注が増えた

【事業者】問2（4） 売上増加の理由

2.2

29.0

3.8

4.7

6.0

6.6

8.8

13.2

14.2

19.9

37.5

無回答

その他

ＥＣサイトを活用していないため

キャッシュレス決済に対応していないため

原因はわからない

顧客満足度が下がったため

ニーズにあう商品・サービスを提供できなかったため

営業、広告宣伝、ＰＲが不足したため

価格競争に勝てなかったため

人手が不足したため

元請けからの発注が減少したため

【事業者】問2（5） 売上減少原因

売上・利益の状況３－１

事業者の持続的な成長について３

横ばい(±５％). 

49.0%

20％以上増加. 3.7%

６～19％増加. 10.5%

６～19％減少. 

17.3%

20％以上減少. 

10.8%

分からない. 3.6%

比較できない. 3.5% 無回答. 1.5%

【事業者】年間売上高の増減

売上減少
28.1％

売上増加
14.2％
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5.0

6.5

1.6

4.0

4.0

7.8

19.0

23.4
43.9

52.3

71.0

無回答

その他

ＥＣなどの販売チャネルのコストが増えた

デジタル活用に投資した

宣伝広告費を強化した

賃借料（店舗、オフィス等の賃借料）があがった

設備の更新（投資）、修繕等を行った

運送費（商品の配送、梱包資材費等）があがった

エネルギーコストがあがった

人件費があがった

資材・原材料があがった

【事業者】問2（9） コスト増加理由

売上・利益の状況３－１

事業者の持続的な成長について３

横ばい(±５％). 

47.7%

20％以上増

加. 4.8%
６～19％増加. 

6.9%

６～19％減少. 

16.5%

20％以上減少. 12.3%

分からない. 3.9%

比較できない. 3.8%
無回答. 4.0%

【事業者】問2（6） 営業利益の増減

利益減少が
28.8％

利益増加が
11.7％

売上が増え、

コストが減っ

た. 16.7%

売上、コストともに増え

たが、売上の増加がコ

ストの増加を上回った. 

77.2%

売上、コストともに

減ったが、コストの

減少が売上の減

少を上回った. 5.3%

無回答. 0.8%

【事業者】問2（7） 利益増加の理由

コスト増への苦戦

利益増減の要因として価格転嫁がうかがえる

売上が減り、

コストが増え

た. 56.6%売上、コストともに

増えたが、コストの

増加が売上の増加

を上回った. 10.8%

売上、コストともに

減ったが、売上の

減少がコストの減

少を上回った. 29.2%

無回答. 

3.4%

【事業者】問2（8） 利益減少の理由

77.2％がコスト増
67.4％がコスト増
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全体として事業者の成長意欲が低下

成長意欲低下理由は、人手不足や先行き不透明感

1.5

7.8

5.0

7.0

12.8

13.7

17.2

22.9
25.0

25.5

40.3

無回答

その他

感染症や災害等に対応してきたことで疲弊した

何に取り組めば良いかわからない

成長を目指すリスクを回避したい

業績が悪化してきている

成長を目指す資金がない

成長させる必要を感じない

物価高で先が見通せない

市場の拡大が見込めない

人手が足りず現状維持が精一杯

【事業者】問3（2） 「現状維持」の理由

中長期的な経営方針（１）３－２

事業者の持続的な成長について３

現状維持. 

48.0%

事業の拡大・拡充.14.8%
事業の縮小. 5.1%

業態転換（営業や販売方

法の変更）. 2.4%

事業再構築（業種や事業

そのものの転換等）. 2.7%

廃業・自分の

代での閉店. 

25.0%

無回答. 2.0%

【事業者】問3（1） 中長期的な経営方針

現状維持. 

47.5%

事業の拡大・拡充. 36.3%

廃業・自分の代での閉店. 10.6%

業態転換（営業や販

売方法の変更）. 2.5%

事業の縮小. 

1.3% 事業再構築（業種や事業そのものの転換等）. 0.6%

無回答. 1.3%

【事業者】売上増加事業者の中長期経営方針

人手が足りず現状維持が精一杯
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成長意欲向上には、設備投資促進が有効か

行政支援を積極的に活用することが、売上増や
企業成長に有効であることが示唆

9.8

4.8

3.5

6.1

7.0

9.1

16.0

16.6

17.6

28.1

46.9

無回答

その他

リーディングカンパニーや異業種との交流

中小企業の事業拡大事例の共有

経営（改善）計画の立案の支援

経営等に関する相談先の確保

デジタル技術を活用するための支援

売上増や販路開拓の支援

支援は不要

人手不足に対応する支援

設備投資（購入・更新等）のための融資や補助金

【事業者】問3（3） 拡大・成長に必要な行政の支援

中長期的な経営方針（２）３－２

事業者の持続的な成長について３

53.1

67.2

74.4

88.7

25.9

21.1

17.6

7.5

21.0 

11.7

8.0 

3.8

わからない

売上が減少している事業者

売上が横ばいの事業者

売上が増加している事業者

【創業】問3（3） 行政等の支援の活用状況と売上増減

支援は必要 支援は不要 わからない
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経営者の高齢化が進んでいる中で、後継者問題
が深刻化

7.6

23.3

4.0

3.8

4.0

4.4

8.7

10.1

10.6

10.9 14.4

16.1

28.7

無回答

不安や課題はない

その他

経営方針や企業体質が変わってしまうこと

売買する際のトラブルに不安がある

金機機関や取引先、従業員などとの信頼関係

法務、税務、財務の知識不足

事業承継計画が立てられない

負債や借入の存在

税金や資金、売買手数料の負担

後継者の資質・能力不足、育成

後継者が見つからない

業界の先行きが見通せない

【事業者】問9（4） 事業承継の課題

無回答. 0.4%
30歳未満. 0.1%

30歳代. 1.6%

40歳代. 9.3%

50歳代. 29.0%

60歳代. 26.3%

70歳以上. 

33.4%

【事業者】問1（6） 経営者の年代

後継者問題（１）３－３

事業者の持続的な成長について３

50代以上で
88.5％

自分の代で廃業す

る予定である. 

38.9%

承継するかどうかま

だ考えていない. 

19.3%

誰かには引き継ぎたい

が、決まっていない. 

12.6%

自身の子どもに決まっている. 

16.1%

会社の従業員に決まっている. 

3.7%

自身の子ども以外の親族に決まって

いる. 1.6%

外部の方に売却することが決まっている. 0.5% その他. 1.8%

無回答. 5.4%

【事業者】問9（2） 後継者の決定状況

後継者未定
または廃業予定

７割以上

業界の先行きが見通せない

後継者の資質・能力不足・育成

後継者が見つからない
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早期の支援、早期の準備開始による円滑な承継が必要

後継者問題（２）３－３

事業者の持続的な成長について３

25.8

23.6

31.5

40.0

33.3

100

33.5

40.2

37.6

30.5

27.8

32.2

33.1

29.7

28.6

27.8

8.5

3.0

1.2

1.0

11.1

70歳以上

60歳代

50歳代

40歳代

30歳代

30歳未満

【事業者】問9（1） 何歳まで続けるか決めているか

考えていない

考える必要性は感じるが決めていない

決めている・概ね決めている

無回答

60代で63.8％
70歳以上で59.3％

が未定

既に計画に沿って具体

的に進めている. 29.4%

事業承継計画は立案できて

いる（具体的に進めるのは

これから）. 22.6%

計画立案までは至っていない

が、専門機関などに相談を開始

している. 10.1%

情報収集を始めた

段階である. 13.7%

何から始めればよ

いかわからない. 

14.9%

その他. 4.0%

無回答. 5.2%

【事業者】問9（3） 事業承継準備の進捗状況

準備が進んでいる事業者もいるが、一定数、ノウハウが
ない事業者もいる
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居住地（出生地）が選択されるため、創業に興味があ
る区民を流出させず育てることが重要

創業する地域を選択する理由として「今住んでいる、ま
たは出生地だから」52.2％と突出、支援が手厚いからは
4.8％で下から2番目に留まる

「やりたいことが叶う」１つの形として「起業」を
後押しする重要性 6.1

2.9

4.8

12.7

13.4

15.4

20.6

52.2

その他

起業家が多いから

自治体の支援が手厚いから

地域としてのブランド力があるから

その地域にビジネスをしている知人や友人が多いから

手掛けるビジネスとの親和性が高そうな地域だから

要件（家賃、広さ、許認可等）を満たす物件が多いから

今住んでいる地域や出生地だから

【創業】Q20  起業した・または考えている地域を選んだ理由

10.6

4.0

9.0

14.9

17.9

20.2

23.8
30.6

32.2

特に理由はない

その他

市場にない新しい商品・サービスを提供できそう

社会課題の解決に貢献できそう

既存の仕事や環境に不満がある

育児・介護、収入など働く環境のバランスが取れそう

一般サラリーマンよりも高額の所得が得られそう

専門性を活かした働き方ができそう

自分のアイデアを形にできそう

【創業】Q16 起業しようと思う理由

シード期：創業を漠然と考えている層（または小学生～高校生）４－１

起業・創業の促進について４

若い世代ほど学校のキャリア教育が創業するきっかけ

キャリア教育が若手起業家育成となる可能性

今住んでる地域だから

自分のアイデアを形にできそう

専門性を活かした働き方ができそう

4.5

3.5

4.3

12.1

15.2

60代

50代

40代

30代

20代

【創業】Q18 キャリア教育がきっかけになった割合
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現実的で精度の高い事業計画を立て、資金を
調達することの重要性を示唆

心理的障壁とノウハウ不足が課題

プレステージ期の層に区の支援内容が伝わっ
ていない可能性

7.5

1.2

5.4

7.9

8.7

21.7

21.9

26.9

30.6

30.7

37.6

40.1

55.2

特になし

その他

家族を説得できない

従業員が確保できない

オフィス・店舗が見つけらない

独自のアイデアに不安がある、アイデアがない

相談相手や先輩起業家とのネットワークがない

事業計画を立てられない

資金調達ができない

創業前に自己資金が確保できない

失敗するリスクに覚悟ができない

起業のノウハウが全体的にない

十分な収入を得られるか不安

【創業】Q17 障壁となっていること

2.3

8.6

9.3

13.2

19.1

19.5

19.8

23.7

34.6

36.6

37.0

52.9

その他

従業員を確保すること

行政の支援を把握、活用すること

自身に適した起業地域を選定すること

相談相手や先輩起業家とのネットワークを持つこと

資金調達先を確保すること

オフィス・仕事場所を確保すること

計画的に売上を増やすこと

事業やサービスについて、独自のアイデアがあること

軌道に乗るまでの運転資金を確保すること

しっかりとした事業計画を立てること

身の丈にあった規模で始めること

【創業】Q12 成功させるために重要なこと（起業経験者）

12.5

12.5

13.2

14.8

16.1

18.4

32.2

44.1

創業者経営力アップ支援事業

ステップアッププログラム

創業プランコンテスト

創業支援施設（かがやき・かけはし）

足立区創業資金（開業）

起業家交流会

独立・起業セミナー（入門編・実践編）

活用していない・活用したいものはない

【創業】Q22 活用したい支援（起業未経験者）

0.4

7.3

8.5

11.1

20.5

26.9

その他

アイデアの説明や説明資料を作ること

親族・知人を説得できない

投資家と知り合う機会を得られない

自己資金不足で金融機関から借りられない

しっかりした事業計画の策定すること

【創業】Q14 資金調達の課題（起業経験者）

プレステージ期：３年以内に創業を考えている層（または大学生）４－２

起業・創業の促進について４

身の丈にあった規模で始めること

しっかりとした事業計画を立てること

軌道に乗るまでの運転資金を確保すること
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１～５年未満. 

37.4%

５～10年未満. 22.2%

10～15年未満. 

16.2%

15～30年未満. 

15.2%

30～40年未満. 5.1%

40年以上. 1.0%
無回答. 3.0%

【創業】Q8 事業継続年数（廃業済み・廃業予定）

この時期に売上基盤を作ることが、軌道に乗るか否かの分かれ道となる

3.0

9.1

14.1

15.2

25.3

26.3

44.4

オフィスや店舗が使用できなくなった

資材等の高騰

事業を売却・譲渡した

自身の年齢

体力や体調の問題

資金繰りの問題

売上の停滞や落ち込み

【創業】Q9 廃業した理由

アーリー期：創業５年以内の事業者４－３

起業・創業の促進について４

売上の停滞や落ち込み

５年未満の廃業が最多
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未経験者では18.4％
起業経験の有無で差

経験者の創業時オフィスは、
交流が得づらい「自宅」が最多

創業者同士や専門家と交流を持てる環境や、ネットワーク形成が重要

自宅で起業した人に絞っても
「起業家交流会」が最多

アーリー期：創業５年以内の事業者４－３

起業・創業の促進について４

24.0 

11.5 

16.3 

21.2 

22.1 

23.1 

23.1 

31.7 

活用していない・活用したいものはない

ステップアッププログラム

足立区創業資金（開業）

独立・起業セミナー（入門編・実践編）

創業者経営力アップ支援事業

創業プランコンテスト

創業支援施設（かがやき・かけはし）

起業家交流会

【創業】Q22 活用したい区の支援（経験者）

自宅. 54.9%

民間の賃貸物件・賃

貸マンション. 24.9%

シェアオフィス・レン

タルオフィス. 9.3%

公的な創業支援施

設（インキュベーショ

ン施設）. 3.5%

カフェ・図書館. 

1.9%

コワーキングスペース. 0.8% キッチンカー. 0.4%

その他. 4.3%

【創業】Q11 創業した場所（経験者）

27.3 

11.4 

11.4 

18.2 

20.5 

22.7 

25.0 

31.8 

活用していない・活用したいものはない

足立区創業資金（開業）

ステップアッププログラム

創業支援施設（かがやき・かけはし）

創業者経営力アップ支援事業

独立・起業セミナー（入門編・実践編）

創業プランコンテスト

起業家交流会

【創業】Q22 活用したい区の支援（自宅で起業）

起業家交流会

起業家交流会
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身の丈にあった創業として、固定費を

抑えられる物件に関する支援
が有効である可能性

アーリー期：創業５年以内の事業者４－３

起業・創業の促進について４

7.0

7.1

7.6

8.2

12.3

12.4

14.1

61.7

創業者経営力アップ支援事業

創業支援施設（かがやき・かけはし）

ステップアッププログラム

足立区創業資金（開業）

独立・起業セミナー（入門編・実践編）

起業家交流会

創業プランコンテスト

いずれも効果的と感じる

【創業】Q23  効果的でない施策

6.1

2.9

4.8

12.7

13.4

15.4

20.6

52.2

その他

起業家が多いから

自治体の支援が手厚いから

地域としてのブランド力があるから

その地域にビジネスをしている知人や友人が多いから

手掛けるビジネスとの親和性が高そうな地域だから

要件（家賃、広さ、許認可等）を満たす物件が多いから

今住んでいる地域や出生地だから

【創業】Q20  起業した地域を選んだ理由

効果があると
捉えられている

2.3

8.6

9.3

13.2

19.1

19.5

19.8

23.7

34.6

36.6

37.0

52.9

その他

従業員を確保すること

行政の支援を把握、活用すること

自身に適した起業地域を選定すること

相談相手や先輩起業家とのネットワークを持つこと

資金調達先を確保すること

オフィス・仕事場所を確保すること

計画的に売上を増やすこと

事業やサービスについて、独自のアイデアがあること

軌道に乗るまでの運転資金を確保すること

しっかりとした事業計画を立てること

身の丈にあった規模で始めること

【創業】Q12  成功させるために重要なこと（経験者）

身の丈にあった規模で始めること

要件（家賃・広さ等）を満たす物件が多いから

（家賃補助）
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業務効率に悪影響があるが、対策が遅れている

情報やノウハウ不足がうかがえる
1.4

11.7

4.2

3.3

12.2

13.1

14.1

16.9

17.4 43.2

52.6

無回答

特に影響はない

その他

配置転換

従業員の退職

他の顧客の利用環境悪化・サービス低下

従業員の健康不良・休職

企業イメージの低下

金銭的損失（値下げ、慰謝料、代替品など）

従業員のパフォーマンスの低下

対応のために時間の浪費

【事業者】問13（2） カスタマーハラスメントの影響

13.2

8.7

4.8

5.8

11.8

16.1

50.1

無回答

対策したいができていない

対応方法を従業員等へ教育・研修している

対応方法、手順を策定している

基本方針を明確にしている

従業員が相談できる体制を整備している

必要性を感じていない

【事業者】問13（3） カスタマーハラスメント対策状況

2.0

2.0

23.5

26.5 39.8

42.9

無回答

その他

どんな対策をしたらよいかの相談先がない

人手が足りず優先順位を下げざるを得ない

クレームとの違いが区別できない

何をすればよいかわからない

【事業者】問13（4） 対策できていない理由

事業者のカスハラ対応状況５－１

新たな社会的要請への取り組み進度について５

経験はない. 

50.5%

業態として該当

しない. 22.9%

無回答. 7.7%

経験あり. 

18.9%

【事業者】問13（1） カスタマーハラスメント類似経験

必要性を感じない

何をすればよいかわからない
対応のための時間浪費

従業員のパフォーマンス低下
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効果に対する実感やイメージが薄い社会的要請への対応遅れ

1.9

4.8

1.0

1.9

2.9

3.8

7.6

14.3

18.1

23.8

41.0

無回答

その他

資金調達の難易度が下がった

廃材等を活用した商品の売れ行きがよかった

新たな販路を得た

人材確保（採用や離職防止）に繋がった

職場が活性化された

企業イメージが向上した

エネルギーコストが下がった

業務効率化に繋がった

効果は特にない

【事業者】問14（3） SDGsの取り組み効果

特に取り組んでおらず、

今後も取り組む予定は

ない. 38.7%

取り組んでおらず、

今後の取り組みは

未定. 31.7%

以前取り組んでいたが、

今は取り組んでいない. 

1.2%

すでに取り組んでいる. 

9.3%

まだ取り組んでい

ないが、今後は取

り組む予定. 8.9%

無回答. 

10.2%

【事業者】問14）（1） SGDs取り組み状況

事業者のＳＤＧｓ取り組み状況５－２

新たな社会的要請への取り組み進度について５

効果は特にない

なんらか
効果あり
57.1％
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足立区地域経済活性化基本計画（令和５年度～８年度）

活動指標進捗

柱１ 意欲的な事業者の取り組みを積極支援【突き抜け】

柱２ チャレンジ意欲や事業者の対応力の向上を促進【底上げ】

柱３ 企業の成長を促す人材確保を支援

柱４ 創業者の成長支援と区内起業の促進

柱５ 新たな消費生活への適応を支援

柱６ 訪れたいまちにする観光施策とプロモーション

参考資料



1/7柱１　意欲的な事業者の取り組みを積極支援【突き抜け】

基準値 中間値 参考実績 参考実績 実績値 目標値
2016年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

平成28年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

Ⅰ-ⅰ
販路拡大に向けた販売
会・商談会等の実施回数

―　回 １０回 １３回 １４回 11回

6月に伝統工芸品展を庁舎ホールで、12月には地場工業製
品フェア・伝統工芸品展をアトリウムで開催。伝統工芸
振興会の発足20周年にちなんだクイズラリー・抽選会な
どで多くの区民が来場しPRにつながった。足立ブランド
で出展した見本市（機械要素・ギフトショー）は白を基
調としたブースが定着し、ほとんどの企業が商談につな
げた。
国内販路では、テスト販売イベントにて消費者データの
収集等を行い商談に活用した。海外販路では、展示会及
び商談会により海外バイヤー等との接点を提供し販路や
売上に繋げた。
さらに伝統工芸や足立ブランドの周知の工夫によって認
知度向上を図るとともに、販売機会やハイヤー等との接
点を提供し販路拡大、売上向上を支援していく。

１０回 産業政策課
産業振興課

Ⅰ-ⅱ
販路拡大支援事業・展示
イベント等参加事業者数

―　社 ２１社 ３０社 ３０社 20社

国内・海外への販路拡大のため展示会等への出展を支援
した。海外販路については毎年度参加社を増やし複数の
展示会等に出展してきたが、支援を集中させるため意欲
が高く継続していける事業者に絞ったため参加事業者数
は減少した。
国内・海外販路ともに、一定の販路や関連売上、商品や
販促物の完成度向上、新商品の開発など成果は見られる
が、費用対効果の課題がある。一層成果を上げるため、
国内販路は商談後に再提案に向けた準備を支援できるよ
うスキームを見直し、海外販路については、展示会への
集団出展ではなく、個社に興味を持ったバイヤーとの個
別商談へ変更し成約確度を高めていく。

２５社 産業政策課

Ⅰ-ⅲ
足立ブランド認定件数
（*1）

１８社 ３社（*2） ２社（*2） ０社 4社

６５社（※令和6年度の社数）に増えた認定企業の再認定
に道筋を付けるため、認定基準の見直しを行い、令和５
年度より新規認定は休止中。令和６年度から新たな認定
基準による再認定を開始した（対象７社・４社再認
定）。
認定年度順に再認定審査を行い、新規認定は再認定の状
況を見ながら再開時期を検討していく方針のため、目標
値も下方修正する。

２０社
↓

９社
に変更

認定年度順に再認定を実施
し、令和7年度中は9社の実
施を見込むため

産業振興課

Ⅰ-ⅳ
ECモール出店支援事業
者数

―　社 ８社 １０社 １２社 10社

SNS等を活用した情報発信や商品のブランディング、メ
ディアアプローチなどの多様な専門アドバイザーにより
伴走型支援を実施した。
消費者のECモールの需要は増加傾向にあるとの観測のも
と、事業の有用性をPRし、toＣ事業者の販売促進に寄与
してきたが、令和6年度は申込が低迷した。これを受け、
アドバイザーや利用者からの意見を踏まえ、事業者を
絞って1事業者あたりの支援回数を増やし、きめ細かい伴
走支援によって支援効果を高める。

１０社
↓

７社
に変更

1社あたりの支援回数を増
加させるため、通年での支
援スケジュールとしたため

産業振興課

＊1 認定には、新規認定と認定企業の再認定（３年で更新）がある。
＊2 コロナ禍により再認定未実施

目標値
変更理由

所管課

施策１-①
販路開拓・販売促進支援

≪課題≫
コロナ禍の影響による売上げ減少等の状況から
回復し切れていない事業者が多い一方、売上げ
の向上につながる販路拡大や先進技術の導入等
に積極的に取り組む事業者は多くありません。

≪施策の方向性≫
「異業種団体との協業や販路拡大」、「先進技
術の導入や将来を見据えた持続可能な事業展
開」等に挑戦する意欲的な事業者を支援するこ
とで、売上げの向上や効率的な経営を後押し
し、リーディングカンパニーの育成を図りま
す。

活動指標

施策名 指標名
2024年度

活動指標分析



2/7柱２　チャレンジ意欲や事業者の対応力の向上を促進【底上げ】

基準値 中間値 参考実績 参考実績 実績値 目標値

2016年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

平成28年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

Ⅰ-ⅰ
小規模事業者経営改善補
助金の実行件数

５１件 ６７件 ５６件 ３７９件 395件

令和6年度は、DMによる周知を継続するとともに、従業員
数要件を拡大した（商業・サービス業：従業員 5人以下
⇒10人以下、製造業その他：従業員 20人以下⇒30人以
下）ことなどにより増加した。また中小企業診断士の資
格を持った会計年度任用職員を4名採用したため、スムー
ズな申請のための支援が行えたと考える。
今後は、区内経済に好循環を促すため、補助対象経費の
うち、区内事業者に支払う金額の割合によって補助率、
上限額を差別化する。

２００件
↓

４００件
に変更

現状、2年に1度補助金の交
付が受けられるルールであ
るため、令和5年度交付事
業者による申請を見込む

産業振興課

Ⅰ-ⅱ
中小企業相談件数

６７２件 ８６０件 ７５９件
１，４５３

件 1,023件

前年度と比べて430件減少した。令和６年度から小規模事
業者等経営改善補助金の専門相談員が雇用されたことに
伴い、これまで当課で受けていた相談件数の減となった
が、小規模事業者等経営改善補助金の相談を除けば、前
年度507件から528件と微増した。
引き続き、各専門相談員が連携し訪問・窓口・電話など
利用者に合わせた丁寧な相談を通じて区内事業者を支援
していく。

８００件
企業経営支援
課

Ⅰ-ⅲ
訪問相談員（マッチング
クリエイター（*1）、事
業者なんでも相談員
（*2））による課題解決
誘導件数（*3）

１,３９２件 １,２７８件 １,５５８件
１，５５４

件 1,835件

マッチングクリエイターによる訪問相談について、令和
５年度に行っていた小規模事業者等経営改善補助金の審
査協力がなくなり、訪問相談の時間が確保できたこと
と、小規模事業者等経営改善補助金の現地確認協力から
訪問相談に繋がったことにより、前年度より３６５件増
加した。
事業者なんでも相談は、令和５年度に行っていた小規模
事業者等経営改善補助金の相談が、専門員の雇用に伴い
無くなったことにより前年度より８４件減少した。
引き続き小規模事業者等経営改善補助金の現地確認協力
を行いつつ、積極的に訪問相談を行っていく。

１,６００件
企業経営支援
課

施策２-②
インターネット活用支援

≪課題≫
インターネット活用の重要性は増しています
が、区内事業者においては活用が進んでいませ
ん。

≪施策の方向性≫
ホームページやSNSの活用による事業課題の
解決を支援するとともに、「事務の効率化」や
「生産性向上」につながる、ITツール・システ
ム導入等を促進します。

Ⅱ-ⅰ
訪問相談員（ウェブ活用
アドバイザー（*4））に
よる課題解決誘導件数
（*3）

―　件 ―　件 ２１１件 ２３８件 269件

昨年度に引き続きホームページ作成・更新補助金事前相
談が増加したことにより、令和５年度を上回った。また
効果的なWEB活用に向けて継続的に相談対応している案件
もあり、相談件数が増えている要因となっている。
相談内容は、ホームページを作成するために必要な基本
的な相談からＬＩＮＥやインスタグラムを活用した集客
方法の相談等、幅広く対応しており、事業者のWEB活用を
支援している。
今後は、ホームページ作成経費が年々上昇傾向にある状
況を踏まえ、ホームページ作成・更新補助金の補助上限
額を拡充し、ウェブ活用アドバイザーの相談と併せて区
内事業者の活用を促進していく。

２５０件
企業経営支援
課

＊1 中小企業診断士の資格を持つ相談員が、経営に関しての相談や受発注のあっ旋等を支援している。
＊2 中小企業診断士の資格を持つ相談員が、事業者が抱える商売や生活に関しての悩みの解決を支援している。
＊3 Ⅰ-ⅲ及びⅡ-ⅰの訪問相談員の課題解決誘導件数は、各社の課題解決のために「中小企業訪問等により助言を行った回数」を意味する。
＊4 ウェブに関する一般的な相談の受付や、ホームページやSNS等を活用した販路拡大・販売促進の支援を行っている。

所管課

施策２-①
経営相談・経営改善・資金調達支援

≪課題≫
コロナ禍で多くの事業者の売上げが減少し、国
際情勢の急激な変化に伴う物価高により事業環
境の厳しさが増しています。

≪施策の方向性≫
個々の企業の経営基盤強化を図り、地域経済全
体の活力を高めます。

活動指標

施策名 指標名
2024年度

活動指標分析
目標値
変更理由



3/7柱３　企業の成長を促す人材確保を支援

基準値 中間値 参考実績 参考実績 実績値 目標値

2016年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

平成28年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

Ⅰ-ⅰ
区内中小企業人材確保支
援事業の登録事業者数

―　社 ８６社 １２０社 １３２社 147社

令和５年度に比べ１５社登録企業数が増加し、目標を達
成した。令和７年度は、支援内容を一部変更することか
ら、利用企業の新規開拓を重点的に行うこととする。ま
た令和６年度より開始している求人広告費や人材紹介業
者への成功報酬等の一部助成を通じ、人材の定着等に課
題を抱える企業に対しても、本事業の周知を行うこと
で、課題の解決を支援していく。

１４０社
↓

５０社
に変更

令和６年度が計３年のプロ
ポーザル契約最終年による
累積値である点、令和７年
度から支援内容を一部変更
した単年契約である点によ
り、仕様書の目標値に合わ
せて修正。

企業経営支援
課

Ⅰ-ⅱ
ワーク・ライフ・バラン
ス推進企業認定を受けた
企業数

４９社 １１２社 １３４社 １２９社 116社

「足立区ワーク・ライフ・バランス推進企業認定制度」
は、現在認定している企業の認定期限をもって終了する
ため、令和６年度から新規募集及び更新を行っていな
い。移転・廃業による２社が認定取り消し、１１社が認
定終了となった。
【参考：認定期限】
令和６年１１月３０日に１１社
令和７年１１月３０日に８４社
令和８年１１月３０日に３２社
令和7年度は、育児・介護休業取得応援奨励金やｅラーニ
ングによる必要な法令知識・ノウハウ・最新事例などの
提供によって、区内事業者のワーク・ライフ・バランス
推進の取り組みを支援していく。

１１７社
↓

３２社
に変更

目標値を令和８年３月末時
点で認定期間内の認定企業
数（現状値）へと変更す
る。

多様性社会推
進課

Ⅱ-ⅰ
産業技術・経営研修助成
を受けた企業数

２６社 ５８社 １７２社 １２５社 122社

アスベスト関連の法改正による建築関連企業の申請数は
令和５年度と比較して半数以下と落ち着いてきており、
令和６年度の実績値は令和５年度をやや下回った。一方
で、以前と比較して、経営者層をターゲットにした研修
等、内容が多様化してきていることから、使い勝手の良
さが区内中小企業全体に徐々に浸透してきている。
令和７年度より、補助内容にリスキリング経費を追加す
ることで、人手不足の解消のために業務改善や事業転
換、事業拡大などの経営改革につなげるように支援して
いく。さらに、補助上限額と補助回数を選択出来るよう
な制度に変更することで、資格取得の研修費用が高額な
ものに対し補助を手厚くし、利用企業の増加を図ってい
く。

１３０社
企業経営支援
課

Ⅱ-ⅱ
介護職員資格取得支援者
数

―　人 １３２人 １０５人 １７８人 301人

助成対象の資格を１８種追加したこと及び、メール配信
や事業者会合での事業説明、イベント等でのチラシ配付
など、丁寧なPRを実施した結果、令和５年度の実績を上
回った。
令和６年度から助成対象事業所に地域包括支援センター
を追加し支援を行うため、目標値を変更する。

２８０人
↓

３１０人
に変更

助成対象事業所に地域包括
支援センターを追加するた
め

医療介護連携
課（←高齢福
祉課）

施策３-②
企業の成長を支える人材育成を支援

≪課題≫
事業環境の変化への対応を求められる中、企業
の成長に貢献する従業員の能力開発を企業内で
行うことが難しくなっています。

≪施策の方向性≫
従業員の能力や技術力を向上させ、企業の成長
を支える人材育成・リスキリングを支援しま
す。

目標値
変更理由

所管課

施策３-①
区内人材を高度に活かし企業経営を支援

≪課題≫
特に中小企業においては、人材募集をしてもな
かなか人が集まらず、採用に苦戦しています。
また、採用に至ったとしても離職率が高く、人
材の定着に課題を抱えています。

≪施策の方向性≫
区内中小企業の人材確保・定着を支援します。

活動指標

施策名 活動指標名
2024年度

活動指標分析



4/7柱３　企業の成長を促す人材確保を支援

基準値 中間値 参考実績 参考実績 実績値 目標値
2016年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

平成28年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

Ⅲ-ⅰ
区主催・共催の就労支援
事業数（*1）

―　回 ３回 １７回 ２１回 25回

マンスリー就職面接会について、主催のハローワーク側
の意向に伴い実施回数を１２回から１０回に減らしたも
のの、区内高校生向け企業見学の実施回数が、令和６年
度は令和５年度の２回から８回と大きく増加した結果、
令和５年度の実績値を上回った。
令和７年度も区内高校生向け企業見学等を引き続き実施
するとともに、新たに人材確保にかかるセミナーを区主
催で開催していくことで、さらに企業にとって有意のあ
るものとしていく。

２０回
↓

２５回
に変更

令和6年度のの実績値に基
づき修正。

企業経営支援
課

Ⅲ-ⅱ
ひとり親家庭向け就労支
援事業を活用した人数
（*2）

―　人 １５２人 １９４人 １９０人 100人

就労支援事業はハローワークにも同内容のメニューがあ
ることや、就労形態やライフスタイルの多様化などの影
響もあり、目標値を大きく下回る結果となった。引き続
き、関係機関が実施するセミナー・講座等の周知と利用
促進を図るとともに、相談者の状況に応じた多様な働き
方への支援をしていく。

２００人 親子支援課

Ⅲ-ⅲ
就労準備支援事業参加者
数（*3）

５８人 １７３人 １６８人 １８３人 158人

物価高騰が続く中で早期就労を目指す相談者が多く、就
労準備支援による就労に向けた基盤づくりに時間をかけ
るよりも、現在のスキルや状況にあった求人を希望する
相談者が多かった（ハローワーク個別支援者数 R5：145
人→R6：164人）。
相談者を取り巻く状況や気持ちを尊重しながら、思うよ
うな結果が得られなかった場合は就労準備支援につなぎ
直すなど、引き続き相談者一人ひとりに寄り添った支援
を行っていく。

２５０人

福祉まるごと
相談課（←く
らしとしごと
の相談セン
ター）

Ⅲ-ⅳ
求職者支援事業における
人材と企業のマッチング
が成功した数（*4）

―　件 ７１件 １３０件 １１９件 152件

シニア人材マッチング事業は１６件増、マンスリー就職
面接会は１７件増となり合計で３３件増と令和５年度実
績を上回った。特に、マンスリー就職面接会において、
事前予約なしで当日参加した面接希望者も、面接を行う
ことが出来るという新たな取り組みを始めたことが、採
用者数の増加に結びついたと考えられる。
令和７年度より、区が委託する区内中小企業人材確保支
援事業の枠組みではなく、公益財団法人産業雇用安定セ
ンターと協定を結び、企業と６０歳以上７０歳以下かつ
就労中か離職後１年以内の方とをマッチングさせる体制
に移行する。認知度を高めるため、公益財団法人産業雇
用安定センターと協力して周知していく。
またこれに伴い、公益財団法人産業雇用安定センターと
協議し、マッチング件数の目標も修正する。

１３０件
↓

９０件
に変更

公益財団法人産業雇用安定
センターと協定を結び、新
体制に移行することに伴う
修正。

企業経営支援
課

＊1 就職セミナーや講演会、就職面接会の実施回数
＊2 看護師資格等の資格取得支援、自立支援プログラム策定、ライフプランセミナー等 就労支援講座を活用した人数
＊3 参加者数は、PCスキル講座や求人情報紹介等を行うジョブサポートの登録者数
＊4 対象事業：シニア人材マッチング支援事業、マンスリー就職面接会

目標値
変更理由

所管課

施策３-③
求職者と企業を結びつける就労支援

≪課題≫
企業が求める人材と求職者とのミスマッチが生
じており、企業の人手不足が深刻になっていま
す。

≪施策の方向性≫
関係機関が連携し、ひとり親やシニア等の就労
が困難な求職者に対する丁寧な就労支援を行い
ます。

施策名 活動指標名
2024年度

活動指標分析

活動指標



5/7柱４　創業者の成長支援と区内起業の促進

基準値 中間値 参考実績 参考実績 実績値 目標値
2016年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

平成28年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

Ⅰ-ⅰ
中小企業診断士による開
業相談数

４４４件 ４７１件 ３６１件 ４１８件 480件

前年度より６２件増加した。
令和５年度にコロナが５類となり、営業制限がなくなっ
たことで、昨年度に引き続き起業への意欲が上向いてい
ると考えられる。また、足立区の創業支援事業をはじ
め、国・都でも創業支援事業が展開されており、創業し
やすい環境が整っていることも相談件数増の要因と考え
られる。
今後も区の創業支援にかかる事業のPRを強化し、創業意
欲向上を図っていく。

５１０件
企業経営支援
課

Ⅰ-ⅱ
起業家支援塾受講者数
(実践編)

５２人 ３６人 ４５人 ４８人 51人

　実践編は年２回実施し、定員各25人のところ、１回目
は26人、２回目は25人が受講した。入門編の受講者は65
人とさらに多く、起業に関心を持つ人が引き続き多いこ
とがうかがえる。
当事業をきっかけにネットワークが形成され、新たな交
流やビジネスチャンスが創出されるなど、受講者の評価
も高いため、今後も起業準備等を支援していく。

５０人
企業経営支援
課

Ⅱ-ⅰ
創業プランコンテスト応
募件数

１６件 ６件 ９件 ９件 13件

　起業家支援塾の最終目標をコンテスト応募に設定し、
積極的なPRを行った結果、前年を上回る応募が得られ
た。
採択された事業者については、事業化に向けて引き続き
支援していく。
また、応募書類の簡素化やオンライン申請の導入によ
り、申込みしやすい環境を整えていく。

１０件
企業経営支援
課

Ⅱ-ⅱ
インキュベーションマ
ネージャーによる相談件
数

２２１件 ８１件 ７０件 ６１件 59件

　創業支援施設「かけはし」の入居率は増加した一方
で、「かがやき」の入居率が減少し、全体として相談件
数はやや減少した。
　今後は、さらなるPRの強化に加え、入居期間を現行の
最長３年から５年に延長することを検討し、入居者の増
加を図っていく。

９０件
企業経営支援
課

Ⅱ-ⅲ
創業支援事業採択者への
経営指導数

―　回 ３７４回 ４０４回 ４０１回 427回

創業支援施設の入居企業が減ったことにより経営指導数
が減少した一方、経営力アップ支援事業採択事業者が増
えたことで経営指導数が増加したため、実績は横ばいと
なった。
引き続き創業支援施設の入居率上昇に取り組んでいく。

４００回
企業経営支援
課

Ⅱ-ⅳ
創業支援施設退出後の区
内定着数(累計)

５１社 ６６社 ６８社 ７３社 73社

令和６年度に退出した事業者がいなかったため、累計数
は変化していない。ほぼ全員が引き続き千住地域での事
業継続を望んでおり、適切なオフィス情報の提供が課題
である。

７３社
↓

７６社
に変更

令和７年９月現在、２社が
区内転出済み、１社が区内
転出予定のため、

企業経営支援
課

施策４ー③
事業拡大期における支援

≪課題≫
創業直後の不安定な時期から徐々に事業拡大を
図っていくにあたり、経営者として新たな課題
に対応することが求められています。

≪施策の方向性≫
事業拡大へ向けた継続的な支援を行います。

Ⅲ-ⅰ
ステップアッププログラ
ム参加創業者数（累計）

―　人 ―　人 ７人 １５人 25人

　令和６年度は定員を超える10人が参加し、関心の高さ
がうかがえた。創業後の次のステップに対応する伴走支
援型セミナーについては、引き続き一定の需要があると
考えられる。
　参加者には、他の支援事業の活用に繋げていくととも
に、事業拡大期における課題解決に向けて、新たな支援
の方向性を探っていく。

３２人
企業経営支援
課

施策４ー②
スタートアップ期における支援

≪課題≫
創業直後は資金面の不安定さとともに、経営に
関する様々な知識・ノウハウ不足が創業者の課
題となっています。

≪施策の方向性≫
創業から３年目までの最も不安定な時期の創業
者への伴走支援を行います。

目標値
変更理由

所管課

施策４ー①
起業準備期における支援

≪課題≫
起業を身近に感じる人が少なく、起業の意向を
持つ人も少ない状況です。

≪施策の方向性≫
起業家マインドの醸成を図るとともに、起業を
志す人の不安を解消します。

活動指標

施策名 活動指標名
2024年度

活動指標分析



6/7柱５　新たな消費生活への適応を支援

基準値 中間値 参考実績 参考実績 実績値 目標値
2016年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

平成28年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

施策５-①
キャッシュレス決済対応支援

≪課題≫
コロナ禍で急速に需要が高まったキャッシュレ
ス決済等の事業者の導入が遅れています。

≪施策の方向性≫
キャッシュレス決済等、新時代に対応した決済
方法の導入・利活用を推進します。

Ⅰ-ⅰ
区内全域を対象とした
キャッシュレス推進事業
の実施

― 実施 実施 実施 実施

区内のau PAY、d払い、PayPay、楽天ペイ対象店舗でお買
い物すると、最大20％還元されるキャンペーン「キャッ
シュレス決済還元事業」及び25％のプレミアムを付与し
たお得な商品券「商連プレミアム商品券（商店街応援券
事業）」を発行し、店舗と消費者双方のキャッシュレス
決済導入を図った。店舗のキャッシュレス決済導入店舗
の割合が59.76％となり、昨年度と比べてさらに上昇した
（目標値50％）。
令和7年度は、プレミアム率30％で、PayPayアプリを使っ
たデジタルプレミアム商品券「足立区プレミアム商品券
（PayPay商品券）」を100万セット発行する。
事業で還元されるポイントは区の予算で賄われるが、区
外でも使用可能なことから予算の区外流出が課題であっ
た。今年度は、購入対象者および対象店舗ともに区内に
限定し、課題に対応しつつ更なるキャッシュレス推進を
図る。また、商店街応援券ではデジタル券の取り扱い店
舗の拡大を図るために、デジタル券未導入の店舗を訪問
し、導入の勧誘を行う。

実施 産業振興課

Ⅱ-ⅰ
消費生活相談受付件数

４,３０７件 ５,３８６件 ５,６１５件 ５,３３８件 5,529件

屋根や分電盤などの点検商法や、実在する組織を騙る電
話に関する相談が増えている。
引き続き、消費者講座や出前講座、広報紙等を通して具
体的な事例を紹介し、消費者被害の未然・拡大防止に努
め、消費生活相談員は研修等を通じて最新の消費トラブ
ル事例を学び、多様化する相談内容に対応していく。

５,２００件
↓

5,５００件
に変更

近年は5,500件前後を推移
しており、多様化するトラ
ブルの解決に応じていくた
め。

産業政策課

Ⅱ-ⅱ
消費生活に係る情報発信
回数

２４回 ４５回 ６０回 ８０回 68回

令和６年度も多く寄せられる相談をタイムリーに発信し
た（６８回）。これに加え、点検商法などの同種のトラ
ブルが多発したため、他所管が主催する講座や会議など
での注意喚起や、区内４警察署と危機管理課が連携して
実施する防犯啓発活動（ペンタゴン作戦1.0）に参加する
など、周知方法を拡充した。
今後も引き続き、世代に合わせた情報伝達手段を活用し
ていくとともに、必要な情報を幅広くタイムリーに発信
していくことで、被害の未然・拡大防止を図っていく。
また、相談先としての消費者センターを、より周知して
いく。

５０回
↓

８０回
に変更

情報発信の内容を拡充する
ことで消費者トラブルの啓
発をしつつ、相談先として
の消費者センターをより周
知するため。

産業政策課

Ⅲ-ⅰ
特殊詐欺防止に係る情報
発信回数

―　回 ５７回 ５５回 ９７回 111回

【SNS関連】
自動通話録音機の無料貸出し及びアポ電体験ダイヤルの
周知をXとFacebookで週一回の定期的な配信を行った。
LINEにて「ロマンス詐欺」「ガス点検詐欺」「新札詐
欺」といった新たな手口に対する啓発を行った。
【窓口関連】
絆づくり担当課と連携し、あんしん協力員の研修会、特
殊詐欺多発地域の町会へ特殊詐欺の出張啓発及び自動通
話録音機の出張配付を行った。

今後は、住区センター等の集会へ赴き、区の取り組みや
被害の現状及び自動通話録音機のプッシュ型通知を推進
していく。

１００回
産業政策課
危機管理課

目標値
変更理由

所管課

施策５-②
消費者教育の推進と消費生活相談の充実

≪課題≫
インターネットの普及・高度化に対し、消費者
のITリテラシーが追い付いていません。

≪施策の方向性≫
インターネットに関連した新たな消費者被害等
を防ぐため、消費者啓発を進めます。

施策名 活動指標名
2024年度

活動指標分析

活動指標



7/7柱６　訪れたいまちにする観光施策とプロモーション

基準値 中間値 参考実績 参考実績 実績値 目標値

2016年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

平成28年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

Ⅰ-ⅰ
観光交流協会が行う５大
イベントの来場者数

1,418,000人 ―　人 149,000人
1,905,000

人
1,333,000人

「足立の花火」が雷雨により当日中止となり、２０２３
年の７４万人から４０万人へと大幅に減少した。また、
「しょうぶまつり＆世界の食広場」は２日目の夕方から
雨、「舎人公園千本桜まつり」は初日が雨で、天候によ
る来場者数減の要因となった。来場者数は天候に最も影
響されるが、今後も魅力的なイベントづくりを行うとと
もに、来場者の安全確保に関して万全の体制を構築して
いく。なお、「あだち区民まつり」「光の祭典」「舎人
公園千本桜まつり」の地元企業・団体の出展数は、数団
体ずつではあるが増えており、地域のつながりや区の活
気を醸成する場となるよう、引き続き取り組んでいく。

1,750,000人 観光交流協会

Ⅰ-ⅱ
観光交流協会が民間企
業・NPO団体等と連携
して行うイベント等の来
場者数及び回数

320人
（８回）

2,000人
（２９回）

3,700人
（２１回）

５，９５７
人

（３０回）

4,166人
（38回）

前年と比較し、東武健康ハイキング（東武鉄道株式会
社）の実施回数減や、JR駅からハイキング（JR北千住
駅）未実施等の影響により、総来場者数は減少した。
実施回数については「飛鳥未来高校」の文化祭に出展す
る等、新たなつながりが生まれたこともあり、前年と比
較し増加した。
今後については協会のインスタグラム等を活用して連携
事業をPRする他、引き続き地域団体との連携を図ってい
く。

６，０００人
（４０回）

観光交流協会

Ⅱ-ⅰ
観光交流協会HPやSNS
を用いた情報発信の投稿
数

１９回 １４１回 ３４４回 ４５６回 492回

投稿記事数は、協会ホームページ（347回）、インスタグ
ラム（145回）となり、前年を上回った。協会の事業に加
え、区内のイベントや地域の行事等の情報収集、発信を
積極的に行った。
また、インスタグラムにおいてはフォロワー数が6,000人
を超え（令和５年度末時点4,141人）、より多くの方々に
情報が行き届くようになった。今後も継続的にフォロ
ワーを獲得できるよう、グルメ等人気コンテンツの発信
を継続する。

４５０回 観光交流協会

Ⅱ-ⅱ
「区のイメージアップに
つながる情報」のメディ
ア掲載件数（下段括弧内
は報道機関への情報提供
件数）

―　件
１４９件
（３６２

件）

２２３件
（４３３

件）

１８７件
（４７８

件）

243件
（424件）

情報提供件数は減少したが、掲載件数は前年度を上回っ
た。年度途中、報道担当に欠員が生じたことがリリース
件数減の大きな要因である。しかし、地下鉄サリン事件
から30年経過を受けての風化防止啓発推進条例制定（全
国初）や、令和7年1月28日に八潮市で発生した下水道破
損を受けての区内公衆浴場の入浴料無料などが、複数の
日刊紙に数日に渡って掲載されたことが掲載件数増の要
因と考えられる。引き続き、庁内外と連携して積極的に
情報を得るとともに、報道機関に対して適切なタイミン
グで情報発信していくことで、区のイメージアップに寄
与していく。

２００件
（５００件）

-
報道広報課
シティプロ
モーション課

施策６-②
来街者を呼び込む情報発信

≪課題≫
コロナ禍により観光需要が落ち込み、区内外の
来街者が減少しています。

≪施策の方向性≫
ターゲットに応じて、多様な媒体を活用し、地
域資源の魅力を効果的にPR します。

目標値
変更理由

所管課

施策６-①
観光資源を磨く・繋ぐ

≪課題≫
大型イベントの中止等により、地域の繋がりや
区の認知度が薄れ、区の活気の衰退が懸念され
ています。

≪施策の方向性≫
足立区５大イベントの実施や民間企業・NPO
団体等と連携した取り組みにより、賑わいを創
出します。

活動指標

施策名 活動指標名
2024年度

活動指標分析


